
　　　『職務（役割）評価』とは、仕事の内容を比較し、その大きさを相対的に測定する方法です。中でも要

素別点数法では、仕事の大きさを点数化して比較することができます。

　この手法を使って、パートタイム・有期雇用労働者と正社員の仕事の内容を比較することにより、次

のようなことができます。

職務評価コンサルタントが、

パートタイム・有期雇用労働者の活用につ

いてお悩みを持つ企業をサポートします。

事業主の皆さま

職務評価コンサルタントによる支援内容

職務（役割）評価を用いて、パートタイム労働者と正社員の均等・均衡待遇の状況把握や、パートタ

イム労働者の人事制度の見直しを検討する企業を支援する外部専門家（職務評価コンサルタン

ト)を無料で派遣します。

・パートタイム・有期雇用労働者の職務（仕事）の棚卸し

・職務評価の実施

・均等・均衡待遇の状況チェック

・パートタイム・有期雇用労働者の活用方針の作成

・パートタイム・有期雇用労働者の人事制度の見直しを検討

職務評価コンサルティング活動の流れ

第 ４～６ 回コンサルティング

職務（役割）評価を活用して、パートタイム・有期雇用労働者の活用戦略、
格付け（役割等級）制度、賃金制度、人材育成の仕組みを検討します。

　今後の事業展開などを考慮した上で、パートタイム労働者の活用戦略（例：パートタイム・
有期雇用労働者の一部は正社員と同じ仕事をしてもらう。）を立案します。

　職務（役割）評価を使って、活用戦略にあったパートタイム労働者の格付け（役割等級）制度、
賃金制度、人材育成の仕組みを検討・整備することができます。

例：パートタイム・有期雇用労働者のほぼ全員を正社員並みに活用する。
　　 パートタイム・有期雇用労働者の一部を正社員並みに活用する。
　　 パートタイム・有期雇用労働者の大半は、補助的な仕事に活用する。

「パートタイム・有期雇用労働者の活用戦略」

我が社は、パートタイム・有期雇用労働者に○○○○の仕事をしてもらおう。

人
事
制
度
の

見
直
し
検
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パートタイム・有期雇用労働者の格付け（役割等級）制度

パートタイム・有期雇用労働者の賃金制度

格付け（役割等級）制度に基づいた人材育成体系

職務評価コンサルティング全体の流れ

コンサルティング活動 各回のコンサルティングの流れ

第１回
コンサルティング

プロセス 企業担当者 職務評価コンサルタント

コンサルティング
前

コンサルティング前準備

作業の実施

確認事項・検討事項のディスカッション

事前送付資料
の確認

次回コンサルティン
グまでの作業依頼

コンサルティング
後

コンサルティング
時

●均等・均衡待遇の状況を確認できます。

パートタイム・有期雇用労働者と正社員の均等・均衡待遇が確保できているかを確認することができます。

●パートタイム・有期雇用労働者の積極活用に向けた制度の整備に活用できます。

パートタイム労働者の活用戦略に基づいた、格付け（役割等級）制度、賃金制度、人材育成の仕組み

といった制度の整備に役立てることができます。
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第２回
コンサルティング

第３回
コンサルティング

第４回
コンサルティング

第５回
コンサルティング

第６回
コンサルティング



　均等・均衡待遇は確保されていますが、必要に応じ

て、パートタイム・有期雇用労働者にこれまで以上に積

極的に活躍してもらうよう、パートタイム・有期雇用労

働者の活用戦略を見直すことも考えられます。

職務評価コンサルティング活動の流れ

第 １･２ 回コンサルティング

職務評価表を使って、パートタイム・有期雇用労働者と正社員の仕事の大きさを
測定します。

　職務（役割）評価では、下記のような『職務（役割）評価表』を使って、パートタイム・有期雇用労働者、正

社員の一人ひとりについて担当している仕事の大きさをポイントで算出します。

評価項目 ウエイト スケール

ポイントを付ける際の評

価指標を示します。

評価項目ごとの重要性を示

します。会社の事業特性等

に応じ、重要な項目ほど、ウ

エイトを大きくします。

評価項目ごとにポイントを付け

る際の尺度を示します。

第 ３ 回コンサルティング

算出した仕事の大きさと時間賃率（時給等）の組み合わせを図に示し、均等・均
衡待遇の状況をチェックします。

　パートタイム・有期雇用労働者と正社員について、算出した仕事の大きさ（職務（役割）ポイント）と、そ

れぞれの時間賃率（時給）の組合せを図にプロットします。

　この図の傾向を分析することにより、「パートタイム・有期雇用労働者と正社員の均等・均衡待遇が

確保されているか」」」、「自社のパートタイム・有期雇用労働者の活用戦略と実態が整合しているか」を確

認することができます。

正社員の時間負率の計算に当たっ

ては、パートタイム・有期雇用労働者

と正社員との間で、転勤や職務の変

更の有無・範囲などに違いがある場合

を考慮し、企業の実状などに応じて

「活用係数」（例えば 0.7, 0.8, 1.0 な

ど）を設定して計算します。

正社員の時間賃率＝基本給 ÷

所定労働時間 X 活用係数

パートタイム・有期雇用労働者、
正社員それぞれのグループごと
の傾向線（プロットした点の集ま
り具合）の傾きと重なり具合に着
目します。

＜均等・均衡待遇が確保できている例＞

　パートタイム・有期雇用労働者と正社員の職務（役

割）ポイントが重なる部分について、時間賃率に大きな

差が見られない。

　パートタイム・有期雇用労働者と正社員のそれぞれ

の傾向線が同じような傾きになっている。

　パートタイム・有期雇用労働者と正社員の処遇について

均等・均衡待遇を図るという視点で、パートタイム・有期

雇用労働者の人事制度等を見直す必要があります。

＜ 均等・均衡待遇が確保できていない例＞

　パートタイム・有期雇用労働者と正社員の職務（役

割）ポイントが重なる部分について、時間賃率に大きな

差が見られる。あるいは、職務（役割）ポイントの違い以

上に、時間賃率に極喘な違いが見られる。
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